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論文に幾つか見られたためである。
　しかし、この検討により、上述のように租税回
避行為以外の取引にも法56条が適用されること
に矛楯が無い事がわかったのである。従って、こ
の法56条の問題は、今後同様の裁判が起こった
としても納税者有利の判断がされる可能性は無
く、問題を解決するには抜本的な解決作を用意し
なければならないのである。
　第4章において、この問題の解決作として3つ
の策の検討を行った。この3つの策とは、①「法
56条・法57条の単純な廃止案」、②「独立事業者
間価格制度の導入」、③「課税単位の変更案」の
3つである。本論文ではこの3つについて検討を
行ったが、③「課税単位の変更案」が最もふさわ
しい解決策であると結論づけた。
　まず、①「法56条・法57条の単純な廃止案」では、
これまで防がれていた所得分割による租税回避行
為が可能となってしまう。法56条は現代におい
て納税者間の公平が阻害されているとしても、か
といって単純に廃しを行い、所得分割が可能に
なってしまえば、納税者間の公平が阻害されてし
まう。
　次に、②「独立事業者間価格制度の導入」である。
「独立事業者間価格制度」とは、世帯内で行う取
引について、対価の適正な金額を規定する。そし
て、その金額で支払われた対価については法56
条にかかわらず必要経費算入を認めるという制度
である。この制度を導入すれば、租税回避を意図
しない取引については必要経費算入が認められる
事になる。
　この案の問題はその実行可能性にある。この制
度自体は「移転価格税制」という形で法人税法で
既に導入されている制度である。しかし、法人、
しかも国際取引という規模で行われてる取引につ
いて規定した制度を、世帯内という小規模の取引
に引き直してこの規定を適用できるのかという疑
問が存在する。
　仮に導入したとして、金額の算定方法を適正に
選択したか、算定した金額は妥当なものかといっ
た点で今後訴訟が起こる可能性は大いにある。結
局の所、租税回避を目的としない取引に法56条
が適用されてしまうという根本的な法56条の問
題は残るのである。
　そして、③「課税単位の変更案」である。具体
的には、個人単位課税から世帯単位課税へと移行
し、2分2乗やｎ分ｎ乗と呼ばれる制度を導入す
ることである。
　本制度の導入によれば、世帯内でどのように対
価のやりとりを行っても、最終的には所得を合算
することになるため世帯単位での税負担に影響が
無くなる。そのため法56条の問題は完全に解消
する事になる。
　本案は、戦後から続いてきた個人単位課税から
大幅な制度変更であり、行政手続きや徴税コスト、
さらには社会保険制度といった他の制度にに大き
な影響を与えることとなる。制度導入には慎重な
検討が必要であることは承知の上で、現代社会に
対応する新たな税制として、課税単位の変更の提
案を本論文の最終的な結論とするものである。
